
平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

Ⅰ．平成26年～令和２年の対応方針において、令和２年（度）以前に「結論を
得る」等とされたもの ※前回会議（令和３年７月２日）までに結論を報告したものを除く。

○平成27年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等
① 教育・文化

資料５

No. 事項 関係府省 27年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

１

通級による指導の
対象となる障害の
種類の見直し
（学校教育法）

文部科学省

＜平27＞
通級による指導の対象となる障害の

種類（施行規則140条）については、知
的障害による学習上又は生活上の困難
を改善・克服するために効果的な指導
内容等の実践研究を地方公共団体の参
加を得て実施した上で、研究成果の検
証を踏まえて知的障害を加えることに
ついて検討し、平成31年度中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

＜令２＞
通級による指導の対象となる障害の

種類（施行規則140条）については、
「新しい時代の特別支援教育の在り方
に関する有識者会議」の議論を踏まえ、
知的障害を加えることについて検討し、
令和２年度中に結論を得る。その結果
に基づいて必要な措置を講ずる。

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する
有識者会議」が取りまとめた報告（令和３年１
月）においては、通級による指導等の在り方の検
討について、「知的障害があったとしてもその程
度が軽度で、通常の学級での学習活動に概ね参加
している者は通級による指導の対象に加えること
も考えられる。他方、知的障害のあるものには特
別支援学級での指導が効果的との考えもあり、こ
の点については引き続き検討が必要である。」と
されたところ。
このことを踏まえ、知的障害に対する通級指導

の導入可能性について、より多くの児童生徒を調
査し、その障害の程度、指導による効果や課題等
のより詳細なデータを収集することを目的に令和
３年９月から令和５年３月まで調査研究事業を実
施した上でより詳細な検討を行い、今後、必要な
措置を講ずる予定。



No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

２

全国ひとり親世帯
等調査における調
査方法の規制緩和
（全国ひとり親世
帯等調査）

厚生労働省

全国ひとり親世帯等調査に係る
対象世帯の抽出の効率化について
は、平成28年度全国ひとり親世帯
等調査で利用された地方公共団体
が保有する補助的データの調査や
分析を踏まえつつ、住民基本台帳
及び児童扶養手当受給者に係る
データ等の補助的データの利用や
全戸訪問による調査方法に関する
課題を整理し、地方公共団体の事
務負担の軽減に資する措置を次回
の全国ひとり親世帯等調査時に講
ずる。

平成28年度全国ひとり親世帯等調査で利用され
た地方公共団体が保有する補助的データの調査や
分析を踏まえ、次回調査（令和３年度中）では、
必要に応じて住民基本台帳等の補助的データを利
用できるよう検討中。また、調査手法の変更によ
る影響や継続性の問題等を踏まえた上で、次回の
調査までに、その他地方公共団体の事務負担の軽
減に資する措置を検討予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○平成29年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等
① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

３

乗用タクシーによ
る貨物の有償運送
の対象区域の拡大
（道路運送法、貨
物自動車運送事業
法）

国土交通省

＜平29＞
（ⅰ）過疎地域におけるタクシー車両を用いた一般貨
物自動車運送事業については、平成29年９月１日から
許可の申請を受け付ける旨を地方公共団体に周知する。
［措置済み（平成29年８月７日付け国土交通省自動車
局長通知）］
（ⅱ）一般貨物自動車運送事業の許可を取得してタク
シー車両により貨物運送を行うことができる区域につ
いては、発地又は着地が過疎地域自立促進特別措置法
（平12法15）２条１項に規定する過疎地域又は同法33
条の規定により過疎地域とみなされた区域であって、
人口が３万人に満たないものとしているが、輸送の安
全の確保や利用者利益の保護が損なわれることがない
かという観点から、当該区域における実施状況を検証
するとともに、地方公共団体、貨物自動車運送事業者
等の関係者の意見も踏まえ、その対象となる過疎地域
の範囲の拡大について検討し、平成31年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令元＞

一般貨物自動車運送事業の許可を取得してタク

シー車両により貨物運送を行うことができる区域につ
いては、発地又は着地が過疎地域自立促進特別措置法
（平12法15）２条１項に規定する過疎地域（同法33条
の規定により過疎地域とみなされた区域を含む。以下
この事項において「過疎地域」という。）であって人
口が３万人に満たないもののほか、過疎地域であって
人口が３万人以上の市町村において、市町村の合併前
に過疎地域であった人口３万人未満の区域が含まれる
場合における当該区域を対象とする。
また、対象区域以外の区域については、当該区域を

含む旅客自動車運送事業者及び貨物自動車運送事業者
に対する調査を令和元年度中に実施の上、地方公共団
体の意見や輸送の安全の確保及び利用者利益の保護が
損なわれることがないかという観点を踏まえつつ、対
象区域の範囲の拡大について検討し、令和２年中に結
論を得る。

対象となる過疎地域の範囲の拡大について、
過疎地域自立促進特別措置法による過疎地域
（みなし過疎地域を含む。）であって人口が３
万人以上の市町村において、市町村の合併前に
過疎地域であった人口３万人未満の区域が含ま
れる場合における当該区域を対象とする通達改
正を令和２年９月10日に行った。
対象区域の範囲拡大については、令和２年３

月に実施した旅客自動車運送事業者・貨物自動
車運送事業者に対する調査の結果及び令和３年
３月に実施した新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえ認められているタクシー車両による
食料・飲料の貨物運送の運用状況調査の結果等
を踏まえつつ、引き続き検証作業を進め、令和
３年中に結論を得る予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

② 運輸・交通



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○平成３０年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

４

「難病の患者に対
する医療等に関す
る法律」に基づく
指定難病の医療費
助成に係る臨床調
査個人票（臨個
票）の簡素化
（難病の患者に対
する医療等に関す
る法律）

厚生労働省

＜平30＞
指定難病の特定医療費支給認定申

請（６条１項）に係る臨床調査個人
票の記載事項（施行規則14条）につ
いては、附則２条に基づき、施行後
５年以内を目途として行われる検討
の中で、指定難病の調査研究の推進
に支障がない限りにおいて、指定難
病の患者や地方公共団体等の負担を
軽減する方向で検討し、結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

＜令２＞
臨床調査個人票（６条１項）及び

指定難病患者データベースについて
は、都道府県等及び指定医の負担を
軽減する方向で、厚生科学審議会疾
病対策部会難病対策委員会における
議論を踏まえ、記載事項（施行規則
14条及び平26厚生労働省健康局疾病
対策課長）及びデータの登録に係る
事務の簡素化等について検討し、令
和２年度中に結論を得る。その結果

に基づいて必要な措置を講ずる。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
臨床調査個人票等の簡素化等を図ることが適当で
あるとされたところ。
当該意見書の内容を踏まえ、簡素化する項目等

について検討し、必要な措置を講ずる。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

５

放課後等デイサー
ビスの利用対象を
専修学校に通う児
童まで拡大する見
直し
（児童福祉法）

厚生労働省

放課後等デイサービスの利用対
象児童については、利用実態等に
係る調査を行い、現行の利用対象
児童の範囲の考え方等も踏まえつ
つ、2019年度中に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

利用実態等に係る調査結果を社会保障審議会障
害者部会（令和２年３月４日開催）に報告したと
ころ、対象児童の拡大が放課後等デイサービス全
体の報酬の在り方に影響を与えるおそれがあるこ
とから、対象児童の拡大に伴う財政影響等を考慮
せず、報酬改定の議論の枠外で対象拡大の要否に
ついて結論を出すことは困難と暫定的に結論付け
られた。
そこで、対象児童を専修学校に通う児童にまで

拡大することについては、障害福祉サービス等報
酬改定検討チーム（令和２年10月５日開催）での
議論を踏まえ、令和３年の社会保障審議会障害者
部会における、放課後等デイサービスが担うべき
役割・機能等、制度の在り方の議論を踏まえて検
討し、令和３年中に結論を得る予定。



No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

６

一時預かり事業
（幼稚園型）の人
員配置基準の緩和
及び幼稚園免許更
新対象者の拡大
（教育職員免許
法）

文部科学省

＜平30＞
幼稚園教諭普通免許状に係る免許状

更新講習（９条の３第３項）の受講対
象の拡大については、幼稚園型の一時
預かり事業（児童福祉法（昭22法
164）６条の３第７項及び子ども・子
育て支援法（平24法65）59条10号に規
定する一時預かり事業をいう。）に従
事する者に関して調査・検討を行い、
2018年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

＜令元＞
幼稚園型の一時預かり事業（児童福

祉法（昭22法164）６条の３第７項及
び子ども・子育て支援法（平24法65）
59条10号に規定する一時預かり事業を
いう。）に従事する者に関して、幼稚
園教諭普通免許状に係る免許状更新講
習（教育職員免許法９条の３第３項）
の受講対象となる者を拡大することに
ついては、中央教育審議会での議論等
も踏まえ検討し、令和２年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

令和２年10月に中央教育審議会が取りまとめ
た「「令和の日本型学校教育」の構築を目指し
て～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別
最適な学びと，協働的な学びの実現～（中間ま
とめ）」において、教員免許更新制の成果や、
現在の研修の状況など、教員免許更新制や研修
をめぐる制度に関して包括的な検証を進めるべ
きとされたことから、中央教育審議会初等中等
教育分科会教員養成部会で審議を継続している
ところ。
なお、令和３年３月12日の中央教育審議会に

対する諮問（「『令和の日本型学校教育』を担
う教師の養成・採用・研修等の在り方につい
て」）において、教育免許更新制の見直しにつ
いては、他の教員免許制度の見直しに先行して
結論を得るとされたことを踏まえ、中央教育審
議会「令和の日本型学校教育」を担う教師の在
り方特別部会教員免許更新制小委員会にて議論
が開始されたところである。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

７

法人土地・建物基
本調査の都道府県
の事務の見直し
（統計法）

国土交通省

法人土地・建物基本調査に係る都道
府県知事が行う事務については、基幹
統計調査として求められる統計技術的
な合理性及び妥当性にも留意しつつ、
都道府県の負担を軽減する方向で、当
該事務の在り方について検討し、2020
年度中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

次回法人土地・建物基本調査における都道府
県が行う事務の在り方については、基幹統計調
査として求められる統計技術的な合理性及び妥
当性にも留意しつつ、従前、都道府県が行って
いた事務を、次回調査（令和５年度）のため試
験的に実施する「法人土地・建物基本調査令和
３年予備調査（仮称）」では国土交通省にて一
括実施し、検証等を行った上で、都道府県の負
担を軽減する方向で必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

② 土木・建築



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

８

精神障害者保健福
祉手帳の更新期間
の延長
（精神保健及び精
神障害者福祉に関
する法律）

厚生労働省

精神障害者保健福祉手帳の有効
期限（45条４項）については、関
係団体の意見等を把握した上で、
有効期限の延長を含めた地方公共
団体の事務負担を軽減する方策に
ついて検討し、令和２年中に結論
を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

有効期限の延長に関し、令和２年11月に医療関
連学会から意見聴取を行ったところ、精神疾患は
病状が変化する可能性があり、４年ごとの更新で
は長すぎるのではないか等様々な意見があったと
ころ。
引き続き、医学的なデータや地方公共団体の実

務の実態等の把握を行い、これらの結果や医療機
関等の関係団体からの意見を踏まえ、有効期限の
延長を含めた事務負担を軽減する方策について検
討し、令和３年度中に結論を得る予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○令和元年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

９

認定こども園に係
る耐震化調査の実
施一元化
（私立学校施設の
耐震改修状況等調
査及び社会福祉施
設等耐震化調査）

文部科学省、
厚生労働省

私立学校施設の耐震改修状況等
調査及び社会福祉施設等耐震化調
査については、地方公共団体の事
務負担の軽減に資するよう、令和
２年度に実施する調査から依頼時
期を統一する。また、調査時点の
統一も含め、更なる事務負担の軽
減に向けた検討を行い、令和２年
度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

令和３年度に実施する調査では、私立の幼保連
携型認定こども園について、「防災・減災、国土
強靱化のための３か年緊急対策」の最終年度であ
る令和２年度の事業成果が反映される年であり、
３か年を通じての成果を検証するにあたっては、
調査時点の変更によって正確な事業成果の把握が
困難になることから、調査の時点については統一
に至らなかった。また、令和４年度以降について
も、上記対策に続く新たな取組として、令和３年
度から令和７年度の５か年を対策期間とした「防
災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対
策」が策定されており、今後も継続した事業成果
の把握を行う必要があることから、調査時点の統
一は困難である。
一方、新型コロナウイルス感染症の影響により

令和２年度に統一できていなかった調査依頼の発
出時期について、令和３年度においては、厚生労
働省と文部科学省の連名で調査依頼文書を発出す
ることで、調査依頼の時期を統一した。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

10

指定難病患者が特
定医療を受けるこ
とができる指定医
療機関等の指定の
廃止
（難病の患者に対
する医療等に関す
る法律）

厚生労働省

指定医療機関の中から指定難病
患者が特定医療を受けるものを定
め、医療受給者証へ記載する事務
（７条３項及び４項）の在り方に
ついては、指定難病患者の利便性
の向上及び都道府県等の事務負担
の軽減を図る観点から、厚生科学
審議会疾病対策部会難病対策委員
会における議論を踏まえて検討し、
令和２年度中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
指定医療機関名について包括的な記載を認めるこ
とが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容を踏まえ、包括的な記載が可

能となるよう必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○令和２年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

11

難病医療費助成制
度の簡素化・効率
化
（難病の患者に対
する医療等に関す
る法律）

厚生労働省

臨床調査個人票（６条１項）及
び指定難病患者データベースにつ
いては、都道府県等及び指定医の
負担を軽減する方向で、厚生科学
審議会疾病対策部会難病対策委員
会における議論を踏まえ、記載事
項（施行規則14条及び平26厚生労
働省健康局疾病対策課長）及び
データの登録に係る事務の簡素化
等について検討し、令和２年度中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
臨床調査個人票等の簡素化等を図ることが適当で
あるとされたところ。
当該意見書の内容を踏まえ、簡素化する項目等

について検討し、必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

12

難病指定医研修オ
ンラインシステム
の運用改善
（難病の患者に対
する医療等に関す
る法律）

厚生労働省

都道府県知事等が行う指定医の
指定に係る研修（施行規則15条）
については、都道府県等の負担軽
減を図るため、都道府県等の意見
を踏まえつつ、オンライン研修の
登録方法の見直しについて検討し、
令和２年度中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
地方公共団体から指定医に対するID等付与事務が
効率的なものとなるよう、所要のシステム改修を
行うことが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容を踏まえ、地方公共団体から

指定医に対するID等付与事務が効率的なものとな
るよう必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

13

特定医療費（指定
難病）助成制度に
おける申請書類等
から「性別」項目
を削除
（難病の患者に対
する医療等に関す
る法律）

厚生労働省

特定医療費の支給認定に係る申
請書等（施行規則12条１項、25条
１項及び27条１項）における性別
の記載については、削除すること
を検討し、令和２年度中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
性別の記載を削除することが適当であるとされた
ところ。
当該意見書の内容を踏まえ、性別の記載を削除

するよう必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

14

指定難病及び小児
慢性特定疾病医療
費助成制度の事務
処理におけるマイ
ナンバーによる情
報連携項目の追加
（行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律及び難病の患
者に対する医療等
に関する法律）

デジタル庁、
財務省、文
部科学省、
厚生労働省

＜平30＞
指定難病及び小児慢性特定疾病の医療費助成

制度に係る所得区分の確認事務については、
地方公共団体及び保険者との協議の上、難病
の患者に対する医療等に関する法律附則２条
に基づき、施行後５年以内を目途として行わ
れる検討の中で、当該事務の在り方について
検討し、結論を得る。その結論を踏まえ、当
該制度における地方公共団体等の事務負担の
軽減が図られるための必要な措置を講ずる。

＜令２＞
指定難病の医療費助成制度の事務手続におけ

る高額療養費制度の所得区分の保険者への確
認等については、オンライン資格確認の導入
状況及び都道府県等の意見を踏まえつつ、医
療受給者証（難病の患者に対する医療等に関
する法律７条４項）への当該区分の記載の廃
止及びマイナンバー制度における情報連携を
活用した当該区分の確認等による事務の簡素
化について検討し、令和３年夏までに結論を
得る。その結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
令和３年10月までに本格運用を開始するオンライ
ン資格確認の普及状況を踏まえつつ、事務の簡素
化を図ることが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容やオンライン資格確認の導入

状況、地方公共団体等の意見を踏まえ、オンライ
ン資格確認の活用を含め事務の簡素化を図る方策
を検討し、令和３年夏までに結論を得る。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

Ⅱ．平成26年～令和２年の対応方針において、令和３年（度）中に「結論を
得る」等とされたもの ※前回会議（令和３年７月２日）までに結論を報告したものを除く。

○平成30年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

15

ＰＣＢ廃棄物等の
処分に係る規定の
明確化
（ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物の適正
な処理の推進に関
する特別措置法）

経済産業省、
環境省

低濃度ＰＣＢ廃棄物等について
は、保管事業者及び所有事業者の
状況把握を進めるとともに、低濃
度ＰＣＢ廃棄物等の測定方法や低
濃度ＰＣＢ廃棄物等への該当の有
無を判定する基準の在り方を含め、
低濃度ＰＣＢ廃棄物等の処理推進
のための課題について、ポリ塩化
ビフェニル廃棄物の適正な処理の
推進に関する特別措置法の一部を
改正する法律（平28法34）附則５
条に基づき、同法施行後５年以内
に行うこととしている見直しの際
に、都道府県及び政令で定める市
（26条１項）並びに有識者等の意
見を踏まえて検討し、その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

[措置済み]
低濃度ＰＣＢ汚染物の該当性判断基準や、当該

汚染物の測定方法、検出下限値の設定等について
通知を発出した（平成31年３月28日付け通知、令
和元年10月11日付け通知）。

その他の低濃度ＰＣＢ廃棄物等の処理推進のた
めの課題については、ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関する特別措置法の施行後
５年以内の見直しの際に、都道府県市及び有識者
等の意見を踏まえて検討し、その結果に基づいて
必要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

② 環境・衛生



No. 事項 関係府省 30年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

16

行政不服審査法に
基づく審理手続の
簡素化
（行政不服審査
法）

総務省

地方公共団体における行政不服
審査の申立手続において、地方公
共団体に情報公開審査会又は個人
情報保護審査会が設置されている
場合の審理手続の在り方について
は、附則６条に基づき、同法施行
後５年を経過した場合の検討のた
めの運用実態の把握に併せて、地
方公共団体における運用実態、支
障等を踏まえた上で、簡易迅速な
審理との観点から有識者の意見も
踏まえた検討を行い、2021年度中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

地方公共団体における運用実態、支障等の把握
等に努めており、また、令和３年５月28日から、
「行政不服審査法の改善に向けた検討会」を開催
し、論点として取り上げている。
さらに、実態把握のためアンケート調査を実施

（調査の依頼は８月13日に発出、９月17日提出期
限で実施）し、今後、当該調査の回答内容の集計、
分析を行った上で、12月までに上記検討会の検討
結果を公表予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

③ その他



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

17

医師法等に基づく
届出のオンライン
化
（医師法、歯科

医師法、薬剤師
法）

厚生労働省

医師法（６条３項）、歯科医師
法（６条３項）及び薬剤師法（９
条）に基づく届出については、令
和４年度の届出からのオンライン
化に向けて検討を行い、その結果
に基づいて必要な措置を講ずる。

令和３年度にオンライン化に向けた調査を実施
し、国家資格等情報連携・活用システムとの関係
の整理も含め、実施に向けた課題について更に検
討を行うこととしている。

なお、現時点では、以下の内容を想定している。
• 令和４年度の届出では、「医療従事者届出シス

テム」を構築し、医療機関等に勤務する医療従
事者については、医療機関等を通じた届出のオ
ンライン化を図る。

• 令和６年度以降の届出では、医療従事者個人か
らの届出について、国家資格等情報連携・活用
システムを活用し、マイナンバーカードを有す
る者はオンライン化を図る。

なお、マイナンバーカードを有さない者・イ
ンターネット環境がない者は、引き続き、紙媒
体で届出を行う。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○令和元年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

18

障害支援区分認定
期間の見直し
（障害者の日常生
活及び社会生活を
総合的に支援する
ための法律）

厚生労働省

＜令元＞
障害支援区分の認定（21条１

項）の有効期間については、市町
村（特別区を含む。以下この事項
において同じ。）における認定事
務の実態等を踏まえつつ、有効期
間の延長を含めた市町村の事務負
担を軽減する方策について検討し、
令和２年中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

＜令２＞
障害支援区分の認定（21 条１

項）の有効期間については、市町
村（特別区を含む。以下この事項
において同じ。）における認定状
況、認定事務の実態等も踏まえつ
つ、有効期間の延長を含めた市町
村の事務負担を軽減する方策につ
いて検討し、令和３年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

市町村（特別区を含む。以下この事項において
同じ。）における認定状況、認定事務の実態等に
ついてデータ収集・分析のための調査を行う予定
であり、この調査結果を踏まえて、有効期間の延
長を含めた市町村の事務負担を軽減する方策につ
いて検討し、令和３年度中に結論を得る予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

19

医学部の「地域
枠」入学定員（臨
時定員）の継続設
置
（医療法）

厚生労働省

＜令元＞
医学部における臨時定員による

地域枠の設置の在り方については、
医療従事者の需給に関する検討会
医師需給分科会での令和４年度以
降の医師養成数に関する議論を踏
まえて検討し、令和２年中に結論
を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

＜令２＞
医学部における臨時定員による

地域枠については、令和４年度は
令和３年度と同様の方法で設定す
る。令和５年度以降については、
「医療従事者の需給に関する検討
会医師需給分科会」での議論を踏
まえて検討し、令和３年春までを
目途に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

令和３年６月４日の「医療従事者の需給に関す
る検討会 第38回医師需給分科会」において、地
域枠設定の考え方等も含め、令和５年度の医師養
成数について議論を行った。
今後の検討会において、可能な限り早期に結論

が得られるよう検討を進めていく。

※新型コロナウイルス感染症の影響により、検討
が遅れている状況。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

20

ケースワーク業務
の一部外部委託化
（生活保護法）

厚生労働省

ケースワーク業務の外部委託に
ついては、以下のとおりとする。

• 福祉事務所の実施体制に関する
調査結果や地方公共団体等の意
見を踏まえつつ、現行制度で外
部委託が可能な業務の範囲につ
いて令和２年度中に整理した上
で、必要な措置を講ずる。

• 現行制度で外部委託が困難な業
務については、地方公共団体等
の意見を踏まえつつ、外部委託
を可能とすることについて検討
し、令和３年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置
を講ずる。

• ［措置済み］

• 現行制度で外部委託が困難な業務については、
令和３年度社会福祉推進事業（今後の福祉事務
所における生活保護業務の業務負担軽減に関す
る調査研究事業）による調査研究を行い、地方
公共団体等の意見を踏まえつつ、外部委託を可
能とすることについて検討し、令和３年度中に
結論を得る予定。



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

21

消防施設整備計画
実態調査の調査方
法の見直し
（消防施設整備計
画実態調査）

総務省

消防施設整備計画実態調査につ
いては、先進的な取組事例の調査
及び技術的な検討を行った上で、
地方公共団体の負担軽減に資する
よう、令和４年度実施予定の次回
調査に向けて調査方法等の更なる
改善・効率化を図る方向で検討し、
令和３年度中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

当該調査で作成する地図を自動生成するシステ
ムの構築については、地図業者から技術的に実現
困難との回答を得ている。他方、現在、過去の調
査において、地方公共団体の人的ミス及び作業負
担増につながった課題の抽出を行い、当該課題の
解決を図る質疑応答集の作成及び調査表の修正作
業を行っている。
引き続き、人的ミスの防止及び作業負担の軽減

など調査方法の改善・効率化に向けて検討し、令
和３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

② 消防・防災・安全



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

22

行政不服審査裁決･
答申検索データ
ベースの改善につ
いて
（行政不服審査
法）

総務省

行政不服審査裁決・答申検索
データベースについては、事例の
検索を容易にするため、地方公共
団体等の事務負担に配慮しつつ、
「裁決内容」欄の記載内容を充実
する方向で検討し、令和元年度中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。
また、同データベースの検索機能

の向上などの運用の改善について
は、地方公共団体等の利用実態や
支障等を踏まえ検討し、令和３年
度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

[措置済み]

地方公共団体における運用実態、支障等の把握
等に努めており、また、令和３年５月28日から、
「行政不服審査法の改善に向けた検討会」を開催
し、論点として取り上げている。
さらに、実態把握のためヒアリング、アンケー

ト調査（調査の依頼は８月13日に発出、９月17日
提出期限で実施）を実施し、今後、当該ヒアリン
グ結果・調査の回答内容の集計、分析を行った上
で、12月までに検討会における検討結果を公表予
定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

③ その他



No. 事項 関係府省 元年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

23

許認可事務におけ
る法人登記簿謄本
（登記事項証明
書）の省略
（登記事項証明書
の添付が必要な地
方公共団体の手
続）

デジタル庁、
法務省

登記事項証明書（商業登記法
（昭38法125）10条）の添付が必要
な地方公共団体の手続については、
国民の利便性の向上及び地方公共
団体の事務の効率化のため、令和
２年10月以降の運用開始を予定し
ている国の行政機関における登記
情報連携による添付の省略の状況
を踏まえ、各種手続の実態等に関
する調査を行う。その上で、地方
公共団体を含む行政機関間の情報
連携の仕組みの在り方について検
討し、令和３年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

現在、前提となる国の行政機関における登記情
報連携（令和２年10月26日運用開始）について、
順次、利用機関の登録を進めている。

上記の国の行政機関における登記情報連携によ
る添付の省略の状況を踏まえ、各種手続の実態等
に関する調査を行う。その上で、地方公共団体を
含む行政機関間の情報連携の仕組みの在り方につ
いて検討し、令和３年度中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

③ その他



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○令和２年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

24

病児保育事業にお
ける職員配置要件
の緩和
（児童福祉法、子
ども・子育て支援
法）

内閣府、厚
生労働省

病児保育事業（児童福祉法６条
の３第13項）については、事業運
営の実態や課題を把握した上で、
病児保育事業の趣旨に沿った事業
運営の観点から可能な方策につい
て検討し、令和３年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

病児保育事業について令和３年８月に調査を実
施し、事業運営の実態や課題を把握する。また、
その実態等を踏まえ、可能な方策について検討し、
令和３年中に結論を得る。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

25

小児慢性特定疾病
対策事業に関する
受給者証の記載項
目の見直し
（受給者証におけ
る記載項目の一部
削除、又は保険者
が交付する限度額
適用認定証の新た
な活用）
（児童福祉法、行
政手続における特
定の個人を識別す
るための番号の利
用等に関する法
律）

デジタル庁、
総務省、財
務省、文部
科学省、厚
生労働省

小児慢性特定疾病の医療費助成
制度の事務手続における高額療養
費制度の所得区分の保険者への確
認等については、オンライン資格
確認の導入状況及び都道府県等の
意見を踏まえつつ、医療受給者証
（児童福祉法19条の３第７項）へ
の当該区分の記載の廃止及びマイ
ナンバー制度における情報連携を
活用した当該区分の確認等による
事務の簡素化について検討し、令
和３年夏までに結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
令和３年10月までに本格運用を開始するオンライ
ン資格確認の普及状況を踏まえつつ、事務の簡素
化を図ることが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容やオンライン資格確認の導入

状況、地方公共団体等の意見を踏まえ、オンライ
ン資格確認の活用を含め事務の簡素化を図る方策
を検討し、令和３年夏までに結論を得る。



No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

26

幼稚園、保育所等
及び認定こども園
により異なる処遇
改善等加算Ⅱに係
る研修受講要件等
の見直し
（子ども・子育て
支援法）

内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

次頁のとおり 次頁のとおり

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅱ（特定教育・保育、特別利用保
育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域
型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平27 内閣
府告示49）１条35号の５）の要件となっている研修の取扱いについては、
事業者及び地方公共団体の事務負担の軽減を図る観点から、以下のとおり
とする。

・研修の実施方法については、e ラーニング等による研修の実施が可能であ
ることを明確化するとともに積極的な活用を促すため、地方公共団体に令
和２年度中に通知する。

・保育所及び地域型保育事業所（以下この事項において「保育所等」とい
う。）が企画・実施する当該保育所等の職員等に対する研修（以下この事
項において「園内研修」という。）については、保育所等が園内研修の認
定申請に際し都道府県に提出する申請書の標準様式を新たに定めるととも
に、園内研修の受講により短縮される研修時間の取扱い等の留意事項を明
確化し、地方公共団体に令和２年度中に通知する。

・研修実施主体の認定状況等については、地方公共団体に情報提供を行うこ
ととし、その旨を令和２年度中に通知する。

・保育士等が受講したキャリアアップ研修の修了証の効力については、研修
の受講地以外の他の都道府県においても効力を有する旨を、地方公共団体
に令和２年度中に改めて通知する。

・幼稚園教諭等が受講した研修の修了証の効力については、地方公共団体に
令和２年度中に改めて通知する。

・保育士以外の職員が受講することが望ましい研修分野については、受講科
目を容易に選択できるよう整理を行い、地方公共団体に令和２年度中に通
知する。

・研修受講の必須化の延期については、研修受講の状況等に係る調査
を行った上で検討し、令和３年度の早期に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

• [措置済み]

• [措置済み]

• [措置済み]

• [措置済み]

• [措置済み]

• [措置済み]

• 令和３年６月18日開催の子ども・子育て会議（57回）において、新
型コロナウイルス感染症の影響に考慮し、令和４年度からの研修修
了要件の適用は行わず、令和５年度から段階的に適用する旨の研修
修了要件の取扱いに関する方針案が了承された。この取扱いについ
て令和３年９月を目途に地方公共団体に対して、通知する予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

27

国民健康保険資格
の職権喪失処理に
係る手続の見直し
（国民健康保険
法）

厚生労働省

市区町村における国民健康保険の
被保険者資格の喪失処理に関する事務
については、以下のとおりとする。

• オンライン資格確認の導入に伴い
一元的に管理される資格情報を利
用し、他の医療保険と重複加入と
なっている被保険者の情報（以下
この事項において「資格重複情
報」という。）を、市区町村に提
供する仕組みを構築し、令和３年
３月から運用開始する。それに先
立ち、当該仕組みの運用方法につ
いて市区町村に通知する。

• 資格重複情報により被保険者資格
の喪失処理手続を行うことについ
て、オンライン資格確認の運用状
況を踏まえて検討し、令和３年中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

• 令和３年２月25日及び３月５日に厚生労働省から、
資格重複状況結果一覧の取扱い（提供情報等）につ
いて都道府県等に通知した上で、資格重複状況結果
一覧を各医療保険者に提供している。しかし、その
後、医療保険者の資格情報登録ミス等により、オン
ライン資格確認等システムのプレ運用を継続するこ
ととしたことから、同システムが本格運用を開始す
るまでの間、資格重複状況結果一覧は事業所への電
話や文書等による照会の代替手法として利用できな
い旨を３月31日に通知した。今後、10月までに同シ
ステムの本格運用を開始予定であり、本格運用の開
始を受けて、資料重複状況結果一覧の利用を可能と
する予定。

• 資格重複情報により被保険者資格の喪失処理手続を
行うことについては、オンライン資格確認の運用状
況を踏まえ検討し、令和３年中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

28

指定難病の医療受
給者証への医療保
険の所得区分の記
載の廃止
（行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律、難病の患者
に対する医療等に
関する法律）

デジタル庁、
総務省、財
務省、文部
科学省、厚
生労働省

指定難病の医療費助成制度の事
務手続における高額療養費制度の
所得区分の保険者への確認等につ
いては、オンライン資格確認の導
入状況及び都道府県等の意見を踏
まえつつ、医療受給者証（難病の
患者に対する医療等に関する法律
７条４項）への当該区分の記載の
廃止及びマイナンバー制度におけ
る情報連携を活用した当該区分の
確認等による事務の簡素化につい
て検討し、令和３年夏までに結論
を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
令和３年10月までに本格運用を開始するオンライ
ン資格確認の普及状況を踏まえつつ、事務の簡素
化を図ることが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容やオンライン資格確認の導入

状況、地方公共団体等の意見を踏まえ、オンライ
ン資格確認の活用を含め事務の簡素化を図る方策
を検討し、令和３年夏までに結論を得る。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

29

介護給付費財政調
整交付金及び総合
事業調整交付金に
ついて、交付対象
期間の改定
（介護保険法）

厚生労働省

調整交付金（122条）及び介護
予防・日常生活支援総合事業調整
交付金（122条の２第２項）の交付
額の算定については、市区町村に
おける事務の実態等を把握した上
で、市区町村の事務負担を軽減す
る方策について検討し、令和３年
中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

令和２年度に市区町村における事務負担の実態
等について、調査を実施。
その結果を踏まえ、令和３年３月に省令改正を

行い、算定期間の前倒しによる市町村の事務作業
期間を従前よりも確保するなど事務負担の軽減を
図った。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

30

獣医師法に基づく
届出をオンライン
化すること
（獣医師法）

農林水産省

獣医師法に基づく届出（22条）
については、以下のとおりとする。

• 令和４年度の届出からオンライ
ン化する。

• 獣医師の情報の都道府県による
利活用を図るための方策につい
て検討し、令和３年度中に結論
を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

• 獣医師法に基づく届出については、令和４年度
の届出からのオンライン化に向け、農林水産省
共通申請システム（eMAFF）への実装作業を実施
中。

• 獣医師の情報の都道府県による利活用について
は、地方公共団体の意向等の調査（令和３年７
月26日発出、８月10日締切）の結果を踏まえて
検討し、令和３年度中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

31

有料道路における
障害者割引制度の
是正

（障害者に対する
有料道路通行料金
の割引措置に関す
る証明事務）

厚生労働省、
国土交通省

障害者に対する有料道路通行料
金の割引措置に関する証明事務に
ついては、申請者の利便性の向上
及び市区町村の事務負担の軽減を
図る観点から、有料道路事業者と
の協議の上、以下のとおりとする。

• 更新申請手続における提出書類
の簡素化について検討し、令和
３年夏までに結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

• ICTの活用等による申請手続の
効率化について、市区町村の意
見や行政サービス等におけるデ
ジタル化の状況を踏まえつつ検
討し、令和３年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。

• 更新申請手続について、現行は、新規申請と同
様の書類を求めているが、申請事項に変更がな
い場合において、省略可能な書類の検討を行っ
ている。具体的な省略書類については、令和３
年８月中に結論を得る予定。

• マイナンバーカードを活用し、電子申請を可能
とするなど、申請者の利便性向上及び市区町村
の事務負担軽減に向けた検討を行っており、令
和３年度中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

32

ＮＨＫ放送受信料免
除申請に係る市町
村の証明事務の廃
止

（障害者に対する
日本放送協会放送
受信料の免除措置
に関する証明事
務）

総務省、厚
生労働省

障害者に対する日本放送協会放
送受信料の免除措置に関する証明
事務については、申請者の利便性
の向上及び市区町村の事務負担の
軽減を図る観点から、日本放送協
会との協議の上、以下のとおりと
する。

• 日本放送協会に対して郵送によ
り申請することを令和３年度か
ら可能とするとともに、ICTの
活用による申請手続の更なる効
率化について、市区町村の意見
や行政サービス等におけるデジ
タル化の状況を踏まえつつ、引
き続き検討する。

• 免除事由存否調査に係る市区町
村の事務負担を軽減する方策に
ついて検討し、令和３年夏まで
に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

• 日本放送協会から全ての市区町村に対し説明を
行った上で、令和３年10月中に郵送申請を導入
することを予定。

• 令和３年度免除事由存否調査（８月から11月頃
実施予定）より、半額免除に係る調査事項の一
部につき、調査頻度の見直しを行う。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

33

保育士の就業状況
等の届出の努力義
務化
（児童福祉法）

厚生労働省

保育士確保のため、離職等した
保育士からの届出を努力義務化す
ることにより、当該保育士の状況
を都道府県等が把握できることと
する制度の導入については、保育
士不足の状況や保育士・保育所支
援センター設置運営事業の活用状
況、他業種における届出制度の効
果等を踏まえて検討し、令和３年
度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

保育士不足の状況や保育士・保育所支援セン
ター設置運営事業の活用状況、他業種における届
出制度の効果等を踏まえて、今後開催される「地
域における保育所・保育士等のあり方に関する検
討会」において検討し、令和３年度中に一定の結
論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

34

認可外保育施設に
おける保育従事者
資格に「海外にお
ける教員資格」を
加える等の見直し
（児童福祉法、子
ども・子育て支援
法）

内閣府、厚
生労働省

利用する児童の全て又は多くが
外国人である認可外保育施設にお
ける保育従事者の配置基準につい
ては、国家戦略特別区域の区域内
に所在する場合に保育従事者の資
格基準を緩和する現行の特例につ
いて、活用状況等を踏まえつつ、
その在り方について検討し、令和
３年度中を目途に結論を得る。そ
の結果に基づいて必要な措置を講
ずる。

子ども・子育て支援法の一部を改正する法律
（令和元年法律第７号）附則第18条第１項に基づ
く検討を令和３年度に行うこととしており、令和
３年３月12日付けで、在留外国人が多いなどの一
部の地方公共団体に対し、外国人受入認可外保育
施設に係る利用児童数や支援策等の状況に関する
アンケート調査を発出した。令和３年度中に一定
の結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

35

生活保護法に基づ
く指定医療機関の
変更届出の一部省
略
（生活保護法）

厚生労働省

都道府県知事等が指定する医療
機関の申請（49条の２）等につい
ては、医療機関が健康保険法に基
づき行う保険医療機関等の指定に
係る申請（健康保険法（大11法
70）65条）等と併せて地方厚生局
を窓口として行うこととする方向
で検討し、令和３年中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措
置を講ずる。

生活保護法に基づく指定医療機関の申請等を、
医療機関が健康保険法に基づき行う保険医療機関
等の指定に係る申請等と併せて地方厚生局を窓口
として行うこととする方向で、地方厚生局の「保
険医療機関等管理システム」を活用することを含
めて検討中であり、令和３年中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

36

障害者総合支援法
に基づく居住地特
例対象施設の拡大
（障害者の日常生
活及び社会生活を
総合的に支援する
ための法律）

厚生労働省

居宅や障害者支援施設等から他
の市区町村に存する介護保険施設
等に入所し、障害福祉サービスを
利用する場合の居住地特例（19条
３項）の適用については、介護保
険施設等の入所者の状況等につい
ての実態調査の結果等を踏まえつ
つ、介護保険施設等を対象とする
ことについて検討する。その上で、
社会保障審議会での議論を踏まえ、
令和３年中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

令和３年２月に介護保険施設等の入所者の状況
等についての実態調査を実施したところ特例の対
象とすることが望ましい事例が把握されたため、
８月に社会保障審議会において審議を行い、介護
保険施設等を居住地特例の対象とする方向性につ
いて了承を得た。今後、上記の議論の内容を踏ま
え、令和３年中に結論を得て、必要な措置を講ず
る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

37

指定難病の医療受
給者証の負担上限
月額決定方法の見
直し
（行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律（平25法27）
及び難病の患者に
対する医療等に関
する法律）

厚生労働省

指定難病の医療費助成制度の事
務手続における高額療養費制度の
所得区分の保険者への確認等につ
いては、オンライン資格確認の導
入状況及び都道府県等の意見を踏
まえつつ、医療受給者証（難病の
患者に対する医療等に関する法律
７条４項）への当該区分の記載の
廃止及びマイナンバー制度におけ
る情報連携を活用した当該区分の
確認等による事務の簡素化につい
て検討し、令和３年夏までに結論
を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会及
び社会保障審議会児童部会小児慢性特定疾病児へ
の支援の在り方に関する専門委員会（合同委員
会）で取りまとめられた「難病・小慢対策の見直
しに関する意見書」（令和３年７月）において、
令和３年10月までに本格運用を開始するオンライ
ン資格確認の普及状況を踏まえつつ、事務の簡素
化を図ることが適当であるとされたところ。
当該意見書の内容やオンライン資格確認の導入

状況、地方公共団体等の意見を踏まえ、オンライ
ン資格確認の活用を含め事務の簡素化を図る方策
を検討し、令和３年夏までに結論を得る。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

38

日本赤十字社の活
動資金を地方公共
団体が取り扱う際
の法的な位置付け
の明確化
（日本赤十字社
法）

総務省、厚
生労働省

日本赤十字社に対する寄附金な
どの現金の取扱いについては、実
態調査等を行った上で、地方公共
団体が当該現金を取り扱う根拠を
法制的な面から検討し、令和３年
中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

日本赤十字社において、地方公共団体における
寄附金などの現金の取扱いに係る実態調査を実施
し、令和３年６月８日に結果の取りまとめを行っ
た。
実態調査の結果等を踏まえ、地方公共団体が寄

附金などの現金を取り扱う根拠等について、法制
的な面から検討中であり、令和３年中に結論を得
る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

39

国民年金関係の申
請・届出のイン
ターネット手続き
化
（国民年金法）

厚生労働省

国民年金第一号被保険者に係る
申請及び届出については、オンラ
イン化に向けて検討を行い、令和
３年度中に結論を得る。その結果
に基づいて必要な措置を講ずる。

関係機関と調整を行い、国民年金保険料免除・
納付猶予の申請についてオンライン化を行うこと
を決定した。（規制改革実施計画（令和３年６月
18日閣議決定））
引き続き関係機関と調整・連携しつつ、必要な

措置を講ずる予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

① 医療・福祉

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

40

児童発達支援等の
無償化の対象とな
る場合の障害児通
所給付決定におけ
る手続の簡素化
（児童福祉法）

厚生労働省

障害児通所支援利用における無
償化対象通所児童（施行令24条３
号）に係る障害児通所給付決定
（法21条の５の５第１項）につい
ては、所得区分に応じた負担上限
月額及び多子軽減措置の認定につ
いて、報酬の審査支払等に係る事
務処理システムの改修の必要性を
勘案しつつ、簡素化する方向で検
討し、令和３年中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

令和３年５月に、報酬の審査支払等に係る事務
処理システムの運用を行う国民健康保険団体連合
会（国民健康保険中央会）と、改正に伴う市町村
の事務への影響について打ち合わせを実施すると
ともに、当該措置の影響や事務の実務について、
令和３年７月に市町村に対してヒアリングを行っ
た。
市町村の事務への影響等についてのヒアリング

結果を踏まえ、簡素化の具体的方法について検討
を行い、令和３年中に結論を得る。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

② 雇用・労働

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

41

地方公務員に対す
る１か月を超え１
年以内の期間を対
象とする変形労働
時間制の適用
（地方公務員法）

総務省

地方公務員に対する１年単位の
変形労働時間制（労働基準法（昭
22法49）32条の４）の適用につい
ては、地方公務員の勤務実態や公
務運営における課題、支障等を把
握し、業務体制の改善に関する他
の施策とも比較しつつ制度の在り
方について検討し、令和３年度中
に結論を得る。その結果に基づい
て必要な措置を講ずる。

年間を通じて繁閑のある地方公共団体の部署の
勤務実態や公務運営における課題、支障等を把握
するための調査を実施中。（調査の依頼は８月24
日に発出、９月17日提出期限で実施）
今後、当該調査の回答内容の集計、分析を行っ

た上で、総務省内の研究会において検討し、令和
３年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

③ 消防・防災・安全

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

42

災害査定における
実地査定の廃止及
びＷｅｂ査定方式
の構築
（農林水産業施設
災害復旧事業費国
庫補助の暫定措置
に関する法律、公
共土木施設災害復
旧事業費国庫負担
法）

財務省、農
林水産省、
国土交通省

（ⅰ）災害査定（公共土木施設災害復
旧事業費国庫負担法７条及び農林水産
業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定
措置に関する法律施行令３条）につい
ては、新型コロナウイルス感染拡大防
止の観点から、当分の間、WEB会議方
式等による実施が可能であることを、
地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和２年９月28日付け国
土交通省都市局都市安全課、港湾局海
岸・防災課、水管理・国土保全局防災
課事務連絡、令和２年10月６日付け農
林水産省農村振興局整備部防災課、林
野庁森林整備部治山課、水産庁漁港漁
場整備部防災漁村課事務連絡）］
（ⅱ）机上査定（公共土木施設災害復
旧事業査定方針（昭32建設省）12、海
岸及び地すべり防止施設災害復旧事業
査定要領（昭40農林省）10等）の拡大
については、災害復旧の迅速化に資す
るよう、WEB会議方式等による机上査
定の実施状況や無人航空機による測量
技術の進展等を踏まえて検討し、令和
３年度中に結論を得る。その結果に基
づいて必要な措置を講ずる。

（ⅰ）[措置済み]

（ⅱ）机上査定の拡大については、WEB会議方式や
無人航空機等の活用による机上査定の事例
を収集するとともに課題を整理していると
ころであり、その結果を踏まえて検討し、
令和３年度中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

④ 土木・建築

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

43

開発許可における
道路の歩車道の分
離に係る基準につ
いて地方公共団体
が条例で緩和する
ことを可能とする
見直し
（都市計画法）

国土交通省

開発許可の基準を適用するにつ
いて必要な技術的細目のうち、道
路に関する基準（施行令25条１号
から５号）については、地方公共
団体が歩道の設置の要否等を地域
の実情に応じて判断できるよう、
以下のとおりとする。

• 予定建築物等の敷地に接する道
路の幅員に係る基準（同条２
号）について、条例により緩和
している事例を地方公共団体に
令和３年中に周知する。

• 歩車道を分離しなければならな
い道路の幅員に係る基準（同条
５号）について、制度の運用実
態や地方公共団体の意向等を調
査した上で、当該基準を条例に
より緩和できるようにすること
も含め、当該基準の在り方につ
いて検討し、令和３年中に結論
を得る。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

• 予定建築物等の敷地に接する道路の幅員に係る
基準については、当該基準を条例により緩和し
ている地方公共団体の一覧を、令和３年３月に
地方公共団体に周知したところ。さらに、令和
３年中に開発許可担当者会議等を通じて、条例
により緩和している事例を周知する予定。

• 歩車道を分離しなければならない道路の幅員に
係る基準については、制度の運用実態や地方公
共団体の意向等の調査（令和３年６月17日発出、
７月15日締切）の結果を踏まえて検討し、令和
３年中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

④ 土木・建築

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

44

公園施設として設
置される管理事務
所・倉庫等につい
て建築基準法第48
条の特例許可を不
要とする見直し
（建築基準法）

国土交通省

都市公園の管理施設（都市公園
法（昭31法79）２条２項８号）に
ついては、特例許可の実績等を踏
まえながら、周辺の市街地環境へ
の影響等について整理した上で、
当該施設の迅速な整備に資するよ
う、適切な用途規制の在り方につ
いて検討し、令和３年中に結論を
得る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。

都市公園の管理施設については、特定行政庁に
対し、第一種低層住居専用地域等内の公園に設け
られる管理事務所・倉庫等に係る特例許可実績及
び相談実績を令和２年９月に調査したところ。
現在、当該調査の分析を進めており、その結果

を踏まえて検討し、令和３年中に結論を得る予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

④ 土木・建築

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

45

建築基準法第15条
第４項の建築統計
の作成に係る届
出・報告の内容の
オンライン化
（建築基準法）

国土交通省

建築統計の作成（15条４項）に
ついては、都道府県の事務負担の
軽減を図るため、令和２年度中に
省令を改正し、建築主が届け出る
建築工事届及び建築物除却届の様
式を、都道府県が作成する建築着
工統計調査票及び建築物除却統計
調査票への転記が容易となるよう
変更する。

また、地方公共団体からの意見
を踏まえて、建築統計に関する手
続のオンライン化について検討し、
令和３年中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

• ［措置済み］
建築工事届及び建築物除却届の様式を変更する
「建築基準法施行規則及び建築動態統計調査規
則の一部を改正する省令」（令和３年国土交通
省令第27号）を令和３年３月31日に公布し、地
方公共団体に周知した（令和４年４月１日施
行）。

• 建築統計に関する手続のオンライン化について
は、地方公共団体からの意見を踏まえて検討し
ているところであり、令和３年中に結論を得る
予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

⑤ その他

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

46

地方公共団体の歳
入一般についてコ
ンビニ収納を可能
とする見直し
（地方自治法）

総務省

私人の公金取扱いの制限（243条）
については、以下のとおりとする。

• 負担金、分担金等について、地方
公共団体の意見を踏まえつつ、私
人にその徴収又は収納の事務を委
託することができる歳入（施行令
158条）として追加すべきものを精
査した上で、私人に委託すること
を可能とする方向で検討し、令和
３年中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

• 金融機関の統廃合やデジタル・ガ
バメントの推進など、公金を取り
巻く状況の変化を踏まえた上で、
多様な決済手段の確保の観点から、
地方公共団体の財務に関する制度
全般の見直しの中で、地方公共団
体等の意見を踏まえつつ、地方公
共団体の判断により公金の徴収又
は収納の事務を原則として私人に
委託することを可能とすることを
含め、その在り方について検討し、
令和４年度中に結論を得る。その
結果に基づいて必要な措置を講ず
る。

• 徴収又は収納の権限を私人に委任等することが
できる歳入として新たに追加することを希望す
るものについて、全ての都道府県及び市区町村
を対象とした調査を実施済み。調査結果を踏ま
え、令和３年中に結論を得る。その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる予定。

• 地方公共団体の財務会計制度全般の見直しにつ
いて幅広く議論を行うことを目的として、令和
３年４月から、「新たな社会情勢に即応するた
めの地方財務会計制度に関する研究会」を開催
している。当該研究会等の議論を踏まえ、令和
４年度中に結論を得る予定。その結果に基づい
て所要の措置を講ずる予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

⑤ その他

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

47

消費生活協同組合
（連合会）実態調
査における都道府
県による組合票送
付事務の廃止及び
都道府県票の調査
項目の見直し
（消費生活協同組
合（連合会）実態
調査）

厚生労働省

消費生活協同組合（連合会）実
態調査については、地方公共団体
の事務負担の軽減に資するよう、
都道府県を経由せず国が直接実施
する方向で検討し、令和３年度調
査までに結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

当該調査は統計法に基づく一般統計調査であり、
変更には総務大臣の承認を受ける必要があること
から、厚生労働省から総務省に対し、都道府県票
の廃止及び組合票の都道府県経由の廃止を含む統
計調査の見直しにかかる審査を依頼した。
これに対し、７月に総務省より承認を得ること

ができたことから、令和３年度調査（11月実施）
より見直し事項を反映した調査を実施する。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

⑤ その他

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

48

「地方創生推進交
付金」及び「地方
創生拠点整備交付
金」の変更申請時
期の弾力的対応
（地方創生推進交
付金）

内閣府

地方創生推進交付金については、
以下のとおりとする。

• 事業費の増額を伴う変更申請に
ついて、地方公共団体がその実
情に応じて 柔軟に事業を実施
することが可能となるよう、地
方公共団体等の意見を踏まえ、
申請機会を拡充することについ
て検討し、令和３年中に結論を
得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

令和３年度第２回募集（※）の申請状況や、随
時変更（※）の申請状況、また、それぞれに係る
地方公共団体からの問い合わせ内容等を踏まえ、
令和３年中に結論を得る。

※第２回募集：令和３年度は８月下旬交付決定予
定。
※随時変更（要素事業間の経費流用等に係る変
更）：令和３年度は６月25日に１回目の交付決定
済。今後10月、12月にも交付決定予定。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

⑤ その他

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

49

心身障害者扶養共
済制度の受給者の
現況確認方法の見
直し
（住民基本台帳法、
独立行政法人福祉
医療機構法）

総務省、厚
生労働省

心身障害者扶養保険事業（独立
行政法人福祉医療機構法12条１
項）において地方公共団体から独
立行政法人福祉医療機構へ提出し
ている現況届書及び死亡届書につ
いては、令和３年度から住民票の
写しの添付を不要とする。

また、条例の規定により地方公
共団体が精神又は身体に障害のあ
る者に関して実施する心身障害者
扶養共済制度において行う年金受
給者の現況確認については、地方
公共団体の条例に基づく住民基本
台帳ネットワークシステムの活用
を含め、年金受給者及び地方公共
団体の事務負担を軽減する方策を
検討し、令和３年中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を
講ずる。

• [措置済み]

• 心身障害者扶養共済制度における年金受給者の
現況確認について、住民基本台帳ネットワーク
システムの活用を含め、年金受給者及び地方公
共団体の事務負担を軽減する方策について検討
を行い、令和３年中に結論を得る。



平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

⑤ その他

No. 事項 関係府省 ２年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

50

情報公開等に係る
処分における審査
請求に対する認容
裁決を行う場合の
裁決書の取扱い
（行政不服審査
法）

総務省

行政不服審査の不服申立ての手
続において、第三者である審査請
求人が処分の相手方に自らの氏名
等を知られることにより重大な権
利利益の侵害が発生するおそれが
あるなど、やむを得ない事情があ
る場合の手続の在り方については、
処分の相手方が第三者である審査
請求人の氏名等を知ることができ
ない取扱いとする方向で、有識者
の意見も踏まえた検討を行い、令
和３年度中に結論を得る。その結
果に基づいて必要な措置を講ずる。

地方公共団体における運用実態、支障等の把握
等に努めており、また、令和３年５月28日から、
「行政不服審査法の改善に向けた検討会」を開催
し、論点として取り上げている。
今後、審査請求人の氏名については法令上裁決

の記載事項ではないことから氏名を秘匿化した裁
決書もあり得るという方向で検討を進め、さらに、
実態把握のためアンケート調査を実施（調査の依
頼は８月13日に発出、９月17日提出期限で実施）
し、今後、当該調査の回答内容の集計、分析を
行った上で、12月までに検討会における検討結果
を公表予定。



No. 事項 関係府省 28年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

51

マイナンバー制度
における療育手帳
関係情報、外国人
保護関係情報の情
報提供ネットワー
クシステムによる
情報照会の実施
（行政手続におけ
る特定の個人を識
別するための番号
の利用等に関する
法律）

デジタル庁、
厚生労働省

＜平28＞
地方公共団体が９条２項に基づき実施

する事務（独自利用事務）について、以
下の措置を講ずる。
• 療育手帳関係情報を情報連携の対象と

することについては、提供側の地方公
共団体の意見も把握しつつ、現場の事
務が混乱することのないよう、平成29
年度中に療育手帳に関する事務を独自
利用事務として条例で定める地方公共
団体が増加するよう関係府省が連携し
て働きかける。その結果に基づいて必
要な措置を講ずる。

＜令元＞
療育手帳に関し地方公共団体が９条２

項に基づき実施する事務（独自利用事
務）については、独自利用事務を定めた
条例の制定状況等に係る調査結果を踏ま
え、当該条例を制定する地方公共団体が
増加するよう、その制定による効果等を、
地方公共団体に令和元年度中に周知する。
なお、療育手帳関係情報を情報連携の対

象とすることについては、独自利用事務
を定めた条例の今後の制定状況等を踏ま
えつつ、中長期的に検討を行う。

「デジタル社会の形成を図るための関係法律の
整備に関する法律」（令和３年法律第37号）によ
り「行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律」（平成25年法律第
27号）が一部改正され、知的障害者及び知的障害
児の判定等に関する事務において個人番号の利用
が可能とされるとともに、情報連携によって障害
児通所給付費等の支給等に関する事務において知
的障害者及び知的障害児の判定等に関する情報の
提供を受けることが可能とされた。
これに基づき令和３年７月に「行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律別表第二の主務省令で定める事務及び情
報を定める命令」（平成26年内閣府・総務省令第
７号）を一部改正し、当該事務において療育手帳
関係情報の提供を可能とした。
今後、障害者関係情報を利用する上記以外の事

務においても、療育手帳関係情報の提供が可能と
なるよう、必要な措置を行う予定。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

Ⅲ．平成26年～令和２年の対応方針において、令和４年（度）以降に「結論を
得る」等とされたもの（期限なしを含む）の内、既に結論を得られたもの

○平成28年対応方針 ※前回会議（令和３年７月２日）までに結論を報告したものを除く。

（1）義務付け・枠付けの見直し等
① その他



No. 事項 関係府省 29年対応方針の内容
現在の対応状況の概要

※原則、令和３年６月30日現在。
その後、 特筆すべき動きがあれば記載

52

空き家等の適正管
理に向けた空家等
対策の推進に関す
る特別法の見直し
（管理責任者指定
規定の創設）
（空家等対策の推
進に関する特別措
置法）

総務省、法
務省、国土
交通省

空家等の管理については、所有者等間の
協議等を促すことにより空家等の自発的
な適正管理を促進している事例、所有者
等間の同意の下代表者を指定することで
空家等の適正管理を行っている事例、空
家等の保全行為について地方公共団体が
確知している所有者等に助言等を行って
いる事例など、空家等の円滑な適正管理
に資するための方策の事例について、全
国空き家対策推進協議会等の場を活用し
つつ収集し、地方公共団体に平成30年中
に情報提供する。また、地方公共団体に
おける空家等対策に資するよう、これら
の収集事例に加え、法に基づく措置の事
例等の知見の蓄積を踏まえて、空家等の
所有者等による適切な管理の促進方策に
ついて、ガイドライン、通知等により地
方公共団体に周知を図る。
空家等の管理の在り方については、空家

等の所有者等の責務の在り方を含め、全
国空き家対策推進協議会等における議論
を踏まえて検討する。

• ［措置済み］
空家等の円滑な適正管理に資する事例について
は、地方公共団体に対しアンケートを行って収
集し、平成30年12月に国土交通省ＨＰに公表し、
地方公共団体に情報提供を行った。

• 所有者等の管理責任については、全国空き家対
策推進協議会等における議論を踏まえ、「空家
等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する
ための基本的な指針」（平成27年２月26日総務
省告示・国土交通省告示第１号）を令和３年６
月30日に変更し、所有者等が多数である場合等
も含めて所有者等が自主的に対応する責務があ
ることを明記した。

平成26年～令和２年対応方針のフォローアップの状況

○平成29年対応方針
（1）義務付け・枠付けの見直し等

① 土木・建築
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